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新 設 学 部 等 の 目 的
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大 学 の 名 称

研究科の専攻の設置

長岡技術科学大学大学院 （Graduate School, Nagaoka University of Technology）

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

国立大学法人　長岡技術科学大学

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

各工学分野（エネルギー工学、情報・制御工学、材料工学、社会環境・生物機能工
学）で必要とされる深い専門・融合知識及び独創的・実践的技術感覚を備え、高度
な情報技術を活用して、関連分野及び融合領域の諸課題に対応し、グローバルな技
術展開ができるより高度な実践的・創造的能力、及び新しい学問技術を創り出す能
力を備えた指導的技術者・研究者を養成する。

大 学 の 目 的
長岡技術科学大学は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づき、実践的、創造
的な能力を備えた指導的技術者を育成するとともに、実践的な技術の開発に主眼を
置いた研究を推進することを目的とする。

基 本 計 画

事 項

フ リ ガ ナ ﾅｶﾞｵｶｷﾞｼﾞｭﾂｶｶﾞｸﾀﾞｲｶﾞｸﾀﾞｲｶﾞｸｲﾝ

記 入 欄

新潟県長岡市上富岡町1603-1

所　在　地
収容
定員

人年次
人

開設時期及
び開設年次

学位又
は称号

新潟県長岡市上富岡
町1603-1

博士
（工学）
【Doctor of
Engineering】

令和4年4月
第1年次

　　年　月
第　年次

90

新
設
学
部
等
の
概
要

年 人

新 設 学 部 等 の 名 称

［Graduate School of
Engineering］

工学研究科

［Doctoral Program in
Engineering］

90

同一設置者内における変
更 状 況
（定員の移行，名称の変
更 等 ）

　工学部
　　機械創造工学課程（廃止）  　　　　 （△17）
　　　　（3年次編入学定員） 　　　　　　 （△79）
　　電気電子情報工学課程（廃止）　　　 （△17）
　　　　（3年次編入学定員）　 　　　　　 （△79）
　　物質材料工学課程（廃止）　　　　　 （△12）
　　　　（3年次編入学定員）　　　 　　　 （△38）
　　環境社会基盤工学課程（廃止）　　　 （△13）
　　　　（3年次編入学定員）　 　　　　　 （△47）
　　生物機能工学課程（廃止）　　　　　 （△10）
　　　　（3年次編入学定員）　　 　　　　 （△40）
　　情報・経営システム工学課程（廃止） （△11）
　　　　（3年次編入学定員）　　　 　　　 （△27）
※各課程、令和4年4月学生募集停止
　（3年次編入学定員は令和6年4月学生募集停止）

　　工学課程　　　　　　　　　　　　　　 （ 80）　（令和3年7月届出予定）
　　　　（3年次編入学定員）　　［定員増］（340）　（令和3年7月届出予定）

　工学研究科　修士課程
　　機械創造工学専攻（廃止）　　　　　 （△96）　(令和4年4月学生募集停止）
　　電気電子情報工学専攻（廃止）　　　 （△96）　(令和4年4月学生募集停止）
　　物質材料工学専攻（廃止）　　　　　 （△50）　(令和4年4月学生募集停止）
　　環境社会基盤工学専攻（廃止）　　　 （△60）　(令和4年4月学生募集停止）
　　生物機能工学専攻（廃止）　　　　　 （△47）　(令和4年4月学生募集停止）
　　情報・経営システム工学専攻（廃止） （△35）　(令和4年4月学生募集停止）
　　原子力システム安全工学専攻（廃止） （△20）　(令和4年4月学生募集停止）
　　システム安全工学専攻　　　　　　　 （  15）

修業
年限

30 －

入学
定員

編入学
定　員

先端工学専攻
3 30 －

計

　工学研究科　博士後期課程
　　情報・制御工学専攻（廃止）　　　　 （△ 7）
　　材料工学専攻（廃止）　　　　　　　 （△ 6）
　　エネルギー・環境工学専攻（廃止）　 （△ 7）
　　生物統合工学専攻（廃止）　　　　   （△ 5）
※各専攻、令和4年4月学生募集停止

　　先端工学専攻　　　　　　 〔定員増〕（ 30）　（令和3年7月届出予定）
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大学全体

大学全体

大学全体

面積

　　2,934　㎡

1,500

閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

0

(0)

0

(6,337〔1,286〕) (0) 

309
図書館

面積

計
171,900〔67,000〕

12,300〔10,200〕

（　　91,131　㎡）

36　室

演習室

〔うち外国書〕〔うち外国書〕 電子ジャーナル新設学部等の名称

〔うち外国書〕

工学研究科
先端工学専攻

197

情報処理学習施設

（補助職員　人）

3　室

校　　　舎

01,500

冊 種 点

語学学習施設

8,800〔8,750〕

(166,672〔64,988〕)

171,900〔67,000〕

(166,672〔64,988〕)

8,800〔8,750〕

(6,337〔6,333〕)

12,300〔10,200〕

(9,903〔1,274〕)

(9,903〔1,274〕)

47　室

講義室

（　　　　0　㎡）

191,000

(0) 

（94）

（　　91,131　㎡）

377,484　㎡

245,970　㎡

計

計

0　㎡

共用する他の
学校等の専用

点

（　　　　0　㎡）

0　㎡

機械・器具視聴覚資料

共用する他の
学校等の専用

0　㎡

室

室　　　数

　91,131　㎡

1　室

38,802　㎡

教

員

組

織

の

概

要

図 書 館 専 門 職 員

（4）

143

（143）

（152）

小 計

そ の 他 38,802　㎡

0　㎡0　㎡

0　㎡

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

0　㎡

0　㎡338,682　㎡

377,484　㎡

　0　㎡245,970　㎡

合 計

（9）（77）

84103

（0）

0

（64） （1）

（103）

（34） （7）

（3）

7

（2）

3

4

人

2

34

（5）

4

92,712　㎡

（41）

（4）

237

338,682　㎡

学術雑誌

共　　用

図書

実験実習室

工学部　工学課程

新設学部等の名称
専 任 教 員 研 究 室

図
書
・
設
備

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

そ の 他 の 職 員

技 術 職 員

教室等
833　室

0　㎡91,131　㎡

専　　用

187

55

計

既

設

分

工学研究科　技術科学イノベーション専攻

事 務 職 員

人 人

0

1 25 049 11

41

（－）

0　㎡

（84）

共　　用

点

（237）

92,712　㎡

5

合　　　　計

（0）

人 人

115

実験・実習

8科目

演習

12単位

兼 任
教 員 等

5 0

0科目

人

96科目

0

（14）

64

工学研究科　先端工学専攻

開設する授業科目の総数

（16）

0 42131

（0）（1） （42）

－

（5）

0

（0）

7 5

（－）（123）

（66）

（52） （66） （5）

46

（10）

助手

（0）（5）

専任教員等

人

（52）

人人

計助教

人

准教授

教育
課程

88科目

新設学部等の名称
講義

講師
学　部　等　の　名　称

教授

計
卒業要件単位数

職　　　種

計

新

設

分

工学研究科　先端工学専攻

基盤共通教育部

技学イノベーション推進センター

（123） （0）

（0）

体育館 野球場、テニスコート、ゴ
ルフ練習場

　2,715　㎡

1 6 4 0 11 0 0

（1） （6） （4） （0） （11） （0） （0）

専　　用

0　㎡

（187）

1 0 0 0 1 0 0

（1） （0） （0） （0） （1） （0） （0）

計

計

区　　　分

（－）

01 －

－

(1,380) 

(1,380) (0) 

屋内プール、トレーニング
ルーム、弓道場

体育館以外のスポーツ施設の概要

（0）

94

（補助職員　人）

標本

（0）

1409

（12）

専　　任 兼　　任

（11） （4） （1）

75

（29）

46 64 5 0 115 0 11
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国費による

＜学士課程＞

工学部 新潟県長岡市

 機械創造工学課程 4 学士（工学） 上富岡町1603-1

 電気電子情報工学課程 4 学士（工学）

 物質材料工学課程 4 学士（工学）

 環境社会基盤工学課程 4 学士（工学）

 生物機能工学課程 4 学士（工学）

4 学士（工学）

＜大学院＞

工学研究科

 （修士課程） 新潟県長岡市

 機械創造工学専攻 2 修士（工学） 上富岡町1603-1

 電気電子情報工学専攻 2 修士（工学）

  物質材料工学専攻 2 修士（工学）

 環境社会基盤工学専攻 2 修士（工学）

 生物機能工学専攻 2 修士（工学）

2 修士（工学）

2 修士（工学）

 システム安全工学専攻 2 修士（工学）

5 博士（工学）

 （博士後期課程）

 情報・制御工学専攻 3 博士（工学）

 材料工学専攻 3 博士（工学）

3 博士（工学）

 生物統合工学専攻 3 博士（工学）

技術経営研究科

　（専門職学位課程）

 システム安全専攻 2

平成18年度

区　分 第５年次

年次
人

学生納付金以外の維持方法の概要

学生１人当り
納付金 千円

第１年次 第６年次

開設前年度 第１年次

設 備 購 入 費

第６年次

経費
の見
積り

第３年次

千円

第２年次

千円

第４年次 第５年次

人

12

17

40

47

38

79

79

倍

収容
定員

附属施設の概要

（学内共同教育研究施設等）

既
設
大
学
等
の
状
況

修業
年限

編入学
定　員

学位又
は称号

入学
定員

開設
年度

定　員
超過率

学 部 等 の 名 称

長岡技術科学大学

所　在　地

大 学 の 名 称

千円 千円

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

千円

教員１人当り研究費等

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

年 人

 情報・経営システム工学課程

 原子力システム安全工学専攻

 情報・経営システム工学専攻

 技術科学イノベーション専攻

 エネルギー・環境工学専攻

17

第３年次 第４年次第２年次

146

124

226

98

120

96

96

50

－

－

－

192

192

100

11

10

13

27

120

94

70

40

30

15

7

6

7

60

47

35

20

15

－

－

－

－

－

226

　名称：体育・保健センター

　目的：学部前期の学生に対する保健体育の授業を実施するとともに、学生の体育

　　　活動及びサークル活動について組織的な指導を行い、併せて学生、職員の健

　　　康管理に関する専門的業務を行い、実践的な技術開発の研究に医学的立場か

　　　ら協力すること。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：昭和54年4月

平成27年度

平成4年度

平成16年度

平成24年度

令和3年度

平成27年度

昭和62年度

昭和61年度

昭和61年度

昭和52年度

平成12年度

平成12年度

平成27年度

平成元年度

平成12年度

平成16年度

　規模等：建物　527㎡

　名称：分析計測センター

　目的：大型分析計測機器を適切に管理し、研究及び教育の用に供するとともに、分

　　　析計測方法及び機器の改善、開発を行うこと。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：昭和55年4月

　規模等：建物　1,478㎡

1.08

1.08

1.06

1.14

1.03

1.07

1.11

0.96

0.99

平成18年度 令和３年度から
学生募集停止

1.01

0.93

0.94

0.89

1.03

0.82

0.93

平成16年度

昭和55年度

1.02

1.02

1.22

1.04

0.83

2.37

0.33

15

 （５年一貫制博士課程）

－ － 修士（専門職） －

5 －

－

－

－

－

15

21

18

21

75
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（注）

附属施設の概要

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

　名称：工作センター

　目的：特殊工作機械類を適切に集中管理し、研究及び教育の用に供するとともに、

　　　学内の教育研究に必要な実験機器、測定装置等の開発、製作を行うこと。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：昭和57年4月

　規模等：建物　1,394㎡

　名称：極限エネルギー密度工学研究センター

　目的：極限エネルギー密度発生・解析・応用装置等を適切に管理し、研究及び教

　　　育の用に供するとともに、電磁エネルギービーム工学及び高出力レーザー開

　　　発・応用工学の研究・開発並びに機器の改善・開発を行うこと。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：平成11年4月

　規模等：建物　2,526㎡

　名称：ラジオアイソトープセンター

　目的：センターの実験施設・設備を適切に管理運営し、関連教育研究の用に供す

　　　るとともに、放射線障害防止に関する業務を行うこと。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：昭和57年3月

　規模等：建物　679㎡

　名称：音響振動工学センター

　目的：音響振動工学に関する教育研究の用に供すること。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：昭和59年4月

　規模等：建物　504㎡

　設置年：平成18年4月

　規模等：建物　195㎡

　名称：メタン高度利用技術研究センター

　目的：従来にない高度なメタン利用技術を分野横断的に発展させ、新たな地域産

　　　業を起こすとともに、先端的研究者及び先導的技術者の養成を通して、低炭

　名称：高性能マグネシウム工学研究センター

　目的：次世代産業基盤材料としての軽負荷・高性能マグネシウムに関する研究・

　　　開発を行うとともに、これに関する教育を行うこと。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：平成17年4月

　規模等：建物　130㎡

　名称：アジア・グリーンテック開発センター

　規模等：建物　1,915㎡

　名称：総合情報センター

　目的：情報化推進及び情報通信技術に関する教育研究を行うとともに、情報基盤

　　　の整備及び提供を行い、もって、本学の教育研究活動の充実発展に寄与する

　　　ことを目的とする。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：平成3年3月

　　　素社会の実現を目指すこと。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

　設置年：平成21年5月

　規模等：建物　119㎡

　目的：新産業創生の基盤技術の開発と、アジア地域で活躍できる先端的アカデミ

　　　ア研究者及び先導的技術者を養成すること。

　所在地：新潟県長岡市上富岡町1603-1

4



６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，
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1 2 3 3 20 20 2
1 2 3 3 20 20 2
1 2 3 1 20 20 2

7 0 0 20 20 2 0 0
1 2 3 2 1
1 2 3 2 1
1 2 3 2 2 1
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（１）都道府県内における位置関係の図面
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（２）最寄り駅からの距離、交通機関及び所要時間がわかる図面

2



 　　　　

（３）校舎、運動場等の配置図

　　→先端工学専攻が使用する校舎等
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① 設置の趣旨及び必要性

（１）社会的背景 

現在、新型コロナウイルス感染症や世界各地での大規模災害等の前例のない非連続な変

化により、我が国のデジタル化の遅れ、スピード感の欠如が露呈している。また、国家間の

覇権争いの中核が新興技術によるイノベーションに大きくシフトする中で、我が国の科学

技術・イノベーション力の更なる向上が喫緊の課題となっている。これらの急激な変化を踏

まえ、人文・社会科学の知も融合した総合知により真の“Society 5.0”を実現するための

戦略的な科学技術・イノベーション政策の必要性が指摘されている。「統合イノベーション

戦略 2020」（令和２年７月 17 日閣議決定、大学における工学系教育の在り方に関する検討

委員会）では、危機感とスピード感を持ってデジタル化を加速し、社会システムを変革する

イノベーションを創出するとともに、その源泉である研究力を強化し、人文・社会科学の知

も融合した総合知によって、世界をリードする持続的かつ強靭な人間中心の“Society 5.0”

を実現することを目指して、重点的に取り組むべき施策（Society 5.0 の具体化）として以

下の 4項目をあげている。 

①新型コロナウイルス感染症により直面する難局への対応と持続的かつ強靭な社会・経

済構造の構築

②国内外の課題を乗り越え成長につなげるイノベーションの創出

③科学技術・イノベーションの源泉である研究力の強化

④戦略的に進めていくべき主要分野

特に①～③の解決を目指した主要分野として明示した④では、基盤技術としての AI、バ

イオテクノロジー、量子技術、マテリアルなどの世界最先端の研究開発や拠点形成、人材育

成、計測・分析技術の高度化等を推進すること、応用分野としての安全・安心（防災、感染

症対策、サイバーセキュリティ等）に関する新たなシンクタンク機能の検討や環境エネルギ

ー、健康・医療、宇宙、食料・農林水産業など、課題解決に向けた出口を見据え、産学官が

連携して取組を推進することが掲げられている。 

また、「工学系教育改革制度設計等に関する懇談会取りまとめ」（平成 30年 3 月、文部科

学省 工学系教育改革制度設計等に関する懇談会）では、工学系教育改革の実現に向けて重

点的に講ずべき施策の具体的な制度設計等として、 

①教員の意識改革も含め、学生が主体的に学び、進路を選択していく環境を確立するととも

に、産業界との連携プロジェクト等を通じて実践的教育を重点的に導入し、深い専門知識

と幅広い分野の知識の修得を可能とする教育体制の構築を目指した学科・専攻定員設定

の柔軟化と学位プログラムの積極的な導入

②情報科学技術（情報セキュリティを含む）、数理・データサイエンス（確率・統計を含む）

等の IT 技術の活用にも繋がる学部段階における工学基礎教育の強化
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③社会のニーズの変化に対応し、他の専門分野に関心を示し、多様性を理解するとともに、

展開できる人材の育成のためのメジャー・マイナー制等の導入や企業等と連携したＰＢ

Ｌなど実践的な内容を盛り込んだ教育課程の実施を含めた学部・大学院連結教育プログ

ラムの構築

④産業界との教員人事交流促進等を含めた連携強化の必要性が提言されている。

一方で、「魅力ある地方大学の実現に向けて」（令和 2年 9月 2日、文部科学省 地方創生

に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議（第 1回））では、人口減少による地域

の活力の低下、都市部から地方への優秀な人材の還流が大きな課題として存在することか

ら、地方大学は、地域のニーズに応えるという観点からも充実し、知の拠点として地域なら

ではの人材を育成・定着させ、地域経済・社会を支える基盤となることが必要であり、かつ

地域特性・ニーズを踏まえた人材育成やイノベーションの創出・社会実装に取り組む地方大

学の機能強化、活性化が重要であることを指摘している。そのため、地方大学は、地方公共

団体、地域の産業界等と密に連携し、文理の枠にとらわれない STEAM 人材の育成や地元企業

へのインターンシップ・リカレント教育の拡充や Society5.0 社会の実現にとって不可欠な

数理・データサイエンス・AI 教育の推進やオンライン教育の活用により、地域において新

たな産業や雇用を創出し、地方創生の中核となることを目指すべきであると提言している。 

（２）本学の特徴と目指す方向 

本学は、学生定員の 8割が高専本科から大学 3 年次への編入生で、学部から大学院修士

課程までの 6年間一貫した教育により産業界や研究機関で活躍する人材を輩出してきた。

特に、学部 4年時の大学院進学者（約 85％が大学院進学）には約 5か月間の国内外の企業

等での実務訓練を課し、企業、公団、官庁等の現場で活動する人々と交わり、現場指導者

の監督のもとに自らもその活動に参加することによって、「技術に対する社会の要請を知

り、学問の意義を認識するとともに、自己の創造性発揮の場を模索すること」と「実践

的・技術感覚を養うこと」を目指してきた。こうした教育努力の成果は、本学に対する企

業関係者の高い評価によって挙証されている（例えば、2018 年 6 月、日経ＨＲ「日経

CAREER MAGAZINE 価値ある大学 2019 年版 就職力ランキング」総合ランキング第 14位）。

また、1990 年代よりグローバル化時代の到来を予測して途上国から留学生を積極的に受け

入れ、グローバル技学教育ネットワークをアジア、中南米、欧州、アフリカの拠点大学と

連携して展開してきた。平成 26 年度に文部科学省が創設した「スーパーグローバル大学

創成支援事業」に採択され、全国高等専門学校及び海外連携大学とのネットワークを基

に、世界を牽引する実践的グローバル技術者教育を先導し続けてきた。これらの実績から

本学は 2018 年にユネスコから SDGs(持続可能な開発目標)を先導する「技学 SDG インステ

ィテュート」として認定を受け、そして国連の担当部署からも SDGs の 9番目の目標

(Industry, innovation and infrastructure)を先導する世界ハブ大学に任命された（第
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一期：2018 年～2121 年５月末）。また、第二期（2021 年～2024 年５月末）についても国

連から再び任命され、SDG9 ハブ大学を継続することとなった（資料１）。さらに、５年一

貫制博士課程の「技術科学イノベーション専攻」の横断的･異分野融合的な知を備えた人

材育成プログラムをベースとした、卓越大学院プログラムが平成 30年に採択され、博士

課程教育により一層の実践教育の充実を図り、根幹技術「ルートテクノロジー」の人材育

成を目指している。 

前述の社会的背景を踏まえ、本学のこれまでの成果、つまり強みと特徴をベースに、

SDGs を先導する技術科学大学として、本学は SDGs を実現する Society5.0 に貢献するグ

ローバル技術者、更には地域の課題解決にも資する地方創生プランナー・プロデューサー

の育成を目指すこととした。ここで本学の考える地方創生プランナー・プロデューサーと

は、IoT や AI をはじめとする技術により、それぞれの地域における既存の産業の高度化・

活性化、地域の特徴や特質を活かした新産業創出を牽引する人材であり、自ら起業するケ

ースだけでなく、自治体・地方公共団体などより広い視点と立場で活躍することも想定し

ている。 

そのために、①IoT、AI、データサイエンスを駆使でき、横断的･異分野融合的な知を備

えた人材育成のための教育プログラムの構築、②モノづくり＋ IT 分野を中心とした先進

的研究・技術開発の推進とそれらによる財政基盤の強化、③強力な高等専門学校との絆を

活かした、ものづくり地方都市の持続的発展に向けた社会貢献、④経済成長が著しい途上

国の持続的発展を支援する研究開発および技術協力と人材育成、に力点を置き、第 4期中

期目標・中期計画が始まる 2022 年 4 月に学部・大学院修士課程・大学院博士後期課程の

改組を行うことにした。これにより学部から大学院修士課程までの連続性に配慮した学

士・修士 6年一貫型教育、およびその強みを生かした大学院博士後期課程教育の再編を実

現する。 

（３）改組の概要 

以上のように、大きくかつ急速に変化する社会情勢のもと、従来の工学分野にとどまら

ず、AI やデータサイエンスを駆使して融合分野において先駆的な研究開発を行い、新産業

創出につながる高度な専門性を持つ人材が求められている。このような社会的要請に応

え、かつ本学の目指す教育を効果的に実施するために、以下の改組を行うこととした。 

〇 ４工学専攻から 1 工学専攻４分野への大括り化 

本学のこれまでの博士課程は境界・複合領域への対応を強く意識した教育組織であっ

た。これまでの博士課程は、情報・制御工学専攻、材料工学専攻、エネルギー・環境工学

専攻、生物統合工学専攻の４専攻であるが、修士専攻は、機械創造工学専攻、電気電子情
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報工学専攻、物質材料工学専攻、環境社会基盤工学専攻、生物機能工学専攻、情報・経営

システム工学専攻、原子力システム安全工学専攻の７専攻であり、この７専攻の教員を融

合的に配置して、いわゆる融合的な分野の進展を狙った仕組みでもあったが、かなり野心

的な人員配置も行われていた。これにより、本来博士課程では、専門性の深い研究領域を

対象とするため、博士専攻内で複数の専門研究領域が分離し、逆に融合研究が進まないよ

うな面もあった。 

今回の改組に当たっては、学部「工学課程」においては、メジャー・マイナーコース、

技術革新フロンティアコースにより、複眼的な専門を身につけ幅の広い技術者・研究者の

下地を身につけることを重点とし、修士「工学専攻」では、芯（メジャー）となる専門を

教育・研究を通して身につけつつ、学部での複眼的な視点から修士研究を発展・展開でき

る学生育成を期待している。博士課程「先端工学専攻」では、複眼的な幅広い視野を持つ

と同時に深い専門性を持った研究者・技術者の育成が必要であると考えている。「先端工

学専攻」における「分野」の教員配置は、従来よりも専門性の近い教員の新たな構成（修

士７専攻から複数専攻の教員から構成し、専門性と融合化とのバランスを取った配置）を

検討している。これに加えて、大括り化によって、社会の要請にも対応できる柔軟な定員

管理を可能とし、必要があれば教員の「分野」間の移動にも柔軟性を持たせた。また、従

来の博士４専攻は、比較的各専攻での独立的な運営であったが、「博士４分野会議（仮）」

を設置し、全学的な教育・研究方針をより反映できる体制を構築する予定である。（図①-

１）。 

図①-１ 工学研究科先端工学専攻（博士後期課程）の設置 

〇 学問分野の再編 

前述のように博士後期課程を１専攻に大括り化し専攻間の壁を取り払うものの、学生

の主たる専門分野としての学問分野を設ける必要がある。これは、授業やカリキュラム等

の教育システムの構築ために必要なだけでなく、博士後期課程への進学・入学の際には、

5



博士後期課程で主として何を学ぶかを学生が認識するために、また就職の際には各学生が

主としてどのような分野の専門性を身につけているかを採用担当者が把握するために重要

な情報である。 

先端工学専攻の中に設置する学問分野は、従来の４専攻をベースにしつつ、現状にあ

わせて一部を再編する。具体的には、エネルギー・環境工学専攻、生物統合工学専攻をエ

ネルギー工学分野、社会環境・生物機能工学分野に再編する。エネルギー工学に関して

は、例えば殆どの自動車メーカーがガソリンを燃料とする内燃機関から電動化に大きく舵

を切ったことで、電力供給が大きな課題となるなど、特に工学分野ではエネルギー工学の

範囲が拡大している。そのため、エネルギー工学を一つの分野として独立させることにし

た。一方、社会環境工学の中には、社会インフラとして重要な水質改善や汚水処理への微

生物の利用、衛星やドローンを利用した農作物の生育状況のモニタリングなど、生物分野

と関連する分野も多く、持続可能社会の実現において重要である。この度の改組では、こ

ういった分野の融合を更に促進するために社会環境・生物機能工学分野を設置することに

した。なお、情報・制御工学分野、材料工学分野は従来と同様に設置する。情報・制御工

学分野は、自動運転技術や DXなど、Society5.0 の実現に密接に関わる工学分野であり、

高度な知識と技術を持った多くの技術者・研究者が今後も必要とされる分野である。材料

工学分野は、「統合イノベーション戦略 2020」（令和２年７月 17日閣議決定、大学におけ

る工学系教育の在り方に関する検討委員会）に戦略的に進めていくべき主要分野の基盤技

術として「マテリアル」が挙げられているように、エネルギー分野や IoT、自動運転に欠

かせないセンサーなど、多くの分野の技術革新に関わりを持つ学問分野である。データサ

イエンス等との融合により革新的な材料開発が期待され、高度な最先端の研究開発を牽引

する技術者・研究者が必要とされている分野である。 

〇大学院修士課程工学専攻との関係性 

修士課程における工学専攻と、博士後期課程における先端工学専攻の大まかな関係を図

①-２に示す。学部工学課程と大学院修士課程のような分野の緊密な連続性は設けず、修

士課程工学専攻の複数の分野を博士後期課程先端工学専攻の各分野に接続させている。こ

れは、融合分野において先駆的な研究開発を行い、新産業創出につながる高度な専門性を

持つ人材を育成する、という本学の教育目標に対応した教育組織である。学部、修士課程

では基幹産業に対応した学問分野の基礎から応用までをしっかりと身につけ、さらにメジ

ャー・マイナーコース等を利用して異なる工学分野の基礎を習得し、博士後期課程ではそ

れらの融合領域分野で各自の専門性を深めていく。 
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図①-２ 改組後における大学院修士課程工学専攻と博士後期課程先端工学専攻の関係 

○養成する人材像

先端工学専攻では、各工学分野（エネルギー工学、情報・制御工学、材料工学、社

会環境・生物機能工学）で必要とされる深い専門・融合知識及び独創的・実践的技術

感覚を備え、高度な情報技術を活用して、関連分野及び融合領域の諸課題に対応し、

グローバルな技術展開ができるより高度な実践的・創造的能力、及び新しい学問技術

を創り出す能力を備えた指導的技術者・研究者を養成する。 

○学位の授与方針及び教育課程の編成・実施の方針

上記の人材を養成するために先端工学専攻の学位授与方針（ディプロマポリシー）及

び教育課程の編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）を以下のように定める。 

１）学位の授与方針（ディプロマポリシー） 

本学が目指す人材育成像は、情報技術を活用し、グローバルな技術展開ができる高

度な実践的・創造的能力、新しい学問技術を創り出す能力、及び独創的かつ高度な専

門能力を備えた指導的技術者・研究者です。そのために、博士後期課程では以下の四

項目を、各分野科目、研究指導、及び課外活動を含む大学内外での幅広い学修により

身につける学生の到達目標とします。 

（ア）自立して研究活動を行うに必要な高度な研究能力、及びその基礎となる専門分

野での豊かな学識の習得 

情報・制御工学分野

材料工学分野

エネルギー工学分野

社会環境・生物機能工学
分野

博士後期課程先端工学専攻
機械工学分野

電気電子情報工学分野

情報・経営システム工学
分野

物質生物工学分野

環境社会基盤工学分野

量子・原子力統合工学分野

修士課程工学専攻
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（イ）技術科学の視点から生命、人間及び社会を捉える幅広い教養力の習得、複数の

専門領域の融合技術の理解に基づいた従来にない新規な分野の開拓能力、及び複

眼的で柔軟な高度技術科学発想力の形成 

（ウ）高い倫理観に基づいた学術的研究を推進でき、その成果を実際の新技術にまで

発展させる積極的な意欲と実践力・創造力の形成 

（エ）高度な研究力・技術力に立脚したバランスのとれた国際感覚とグローバルコミ

ュニケーション能力、日本及び世界の産業を牽引できるグローバルなリーダー力

の形成 

２）教育課程の編成・実施の方針（カリキュラムポリシー） 

本学では、情報技術を活用し、グローバルな技術展開ができる高度な実践的・創

造的能力、新しい学問技術を創り出す能力、及び独創的かつ高度な専門能力を備え

た指導的技術者・研究者の育成を目指し、博士後期課程では、分野で定めた授業科

目により構成される、授業科目、研究指導、及び博士論文のための研究活動を通じ

て、以下の四項目を習得できる教育プログラムを実施します。 

（ア）技術科学各分野での最先端の高度専門知識と技能を使いこなす能力 

（イ）技術科学の視点から生命、人間及び社会を捉える幅広い教養力、複数の専門

領域の融合技術の理解に基づいた従来にない新規な分野の開拓能力、及び複眼

的で柔軟な高度技術科学発想力 

（ウ）高い倫理観に基づいた学術的研究を推進できる能力、及びその成果を実際の

新技術にまで発展させる積極的な意欲と実践力・創造力 

（エ）高度な研究力・技術力に立脚したバランスのとれた国際感覚とグローバルコ

ミュニケーション能力、日本及び世界の産業を牽引できるグローバルなリーダ

ー力 

なお、成績評価は、シラバスに明示される達成目標や基準等に従って公正に行わ

れます。 

【学修成果の評価の方針】 

情報技術を活用し、グローバルな技術展開ができる高度な実践的・創造的能力、新

しい学問技術を創り出す能力、及び独創的かつ高度な専門能力を備えた指導的研究

者・技術者を育成するために、学修成果は講義科目では試験、レポート等で、演習、

実験・実習科目ではレポート、口頭試験等でその達成度を評価する。授業科目の試験

の成績は、S・A・B・C及び Dの 5種類の評語をもって表し、S・A・B及び Cを合格と

し、Dを不合格とする。合格した者には所定の単位を授与する。加えて、論文に対し

て審査基準と審査方法を明示し、それに基づき研究成果の審査を実施する。 
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なお、先端工学専攻各分野のディプロマポリシーとカリキュラムポリシーの相関に

ついては、資料２に示す。 
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② 修士課程までの構想か、又は、博士課程の設置を目指した構想か。

「産学イノベーション人材循環育成研究会 審議のまとめ」（令和３年３月、経済産業省、

産学イノベーション人材循環育成研究会）では、“日本企業が Society5.0 とう高度な知識基

盤社会で国際競争を勝ち抜くためには、「分野固有の専門知識」と「問題を解決する方法論」

を身につけ、自ら課題を設定し解決する独自の発想力を持つ博士人材が、イノベーション創

出に貢献する人材として研究・経営両面から産業界で活躍することが重要”“近年、一部の

日本企業では博士人材の積極的な採用が進みつつあり、情報系分野や研究成果型ベンチャ

ーといった博士人材への需要が高い領域も存在”としつつ、“我が国は、人口当たりの博士

号取得者数が他先進国と比べて少なく、先進国で唯一博士進学者が減少傾向”と問題点を指

摘している。このようにイノベーション創出に貢献する博士人材への高い期待と需要があ

り、これは本学が育成を目指す工学分野での高度な研究開発により新産業を創出・牽引する

人材と合致しており、学士課程、修士課程に加えて博士課程の設置を目指している。 

社会に大きな変革をもたらし始めている AI技術やデータサイエンスの進展は、さらに加

速化しており、少子高齢化などの社会情勢と相まって、スマート農業、スマートコントラク

ションといった新たな産業への期待が高まっている。このような新産業を創出し牽引する

技術者・研究者には、従来の単独の工学分野に関する知識や技術だけでなく、他の工学分野

や境界・融合領域分野に関する知識や技術が求められる。本学は、工学部を従来の６課程を

１課程（工学課程）に大括り化し、その中に基幹産業に対応した学問分野を設置する。これ

により、社会や産業の変化にあわせて各分野の内容や規模を柔軟に変更できるだけでなく、

新たな産業に対応した融合領域分野の教育を迅速に提供できるようになり、社会の要請に

タイムリーに応える人材育成が可能になることが改組後の工学部の特色である。 

修士課程についても、工学部にあわせて、従来の７専攻を１専攻（工学専攻）に大括り化

する。学部と同様に、社会情勢の変化や社会からの要請に迅速かつ柔軟に対応した教育を提

供するために、これまでの複数専攻を１専攻にすることで、複数分野にまたがる学問領域の

教育研究が促進される。本学は学部―修士一貫教育を基本としており、大学院における工学

専攻の分野と学部における工学課程の分野は明確に対応させ、連続性を重視した教育を行

うことで、学生の専門性を高める。そのうえで、学部と同様に工学専攻の大括り化により、

専門分野の細分化や閉鎖性を招くことなく、境界領域分野や融合領域分野を意識した学習

を学生ができるようにする。 

進学先となる博士後期課程は、現在の、４専攻を改編し、先端工学専攻として大括り化を

行う（図①−１）。大学院修士課程工学専攻の複数の分野を先端工学専攻の各分野に関連さ

せている（図①−２）。これは、融合分野において先駆的な研究開発を行い、新産業創出に

つながる高度な専門性を持つ人材を育成する、という本学の教育目標に対応した教育組織

である。学部、修士課程では基幹産業に対応した学問分野の基礎から応用までをしっかり

と身につけ、博士後期課程ではそれらの融合領域分野で各自の専門性を深めていく。 
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③ 研究科、専攻等の名称及び学位の名称

（１）研究科及び専攻の名称 

工学研究科／博士後期課程 先端工学専攻 

(Graduate School of Engineering / Doctoral Program in Engineering) 

本学は、工学部工学課程に「機械工学分野」「電気電子情報工学分野」「情報・経営シ

ステム工学分野」「物質生物工学分野」「環境社会基盤工学分野」の５つの学問分野を設

置し、大学院工学研究科修士課程工学専攻には、これら５分野に「量子・原子力工学分

野」を加えた６つの学問分野を設置する。工学研究科博士後期課程先端工学専攻には、

これらの学問分野をベースとして分野を再編している。このように、本学大学院は製造

業に関わる工学分野を学問領域としてカバーしており、研究科の名称は「工学研究科」

とする。 

工学研究科に設置する博士後期課程は、これら工学部工学課程、大学院修士課程の工

学分野を対象としたうえで、イノベーション創出につながる最先端の研究開発を担う

人材育成を目指した分野として以下のとおり設置する。 

エネルギー工学分野／Energy Engineering 

情報・制御工学分野／Information Science and Control Engineering 

材料工学分野／Materials Science 

社会環境・生物機能工学分野／Civil Engineering and Bioengineering 

イノベーティブな研究開発は、従来からある学問分野を基盤として他の複数分野と

の融合は極めて重要であり、博士後期課程をこのような学問分野構成とした。工学研究

科に設置する博士後期課程は、殆どの工学分野を対象としたうえで、最先端の研究開発

を担う能力を備えた人材育成を行うことから、専攻名は「先端工学専攻」とする。 

（２）学位の名称 

博士（工学） (Doctor of Engineering) 

大学院博士後期課程は、工学部工学課程、大学院工学研究科工学専攻の工学に関する

学問分野をベースとして学問分野を再編し、最先端の工学分野の研究開発を担う人材

を育成する教育課程としている。したがって、大学院博士後期課程の教育課程を修了し、

学位審査に合格した者は、技術者・研究者に必要とされる工学に関する最先端の知識と

技術を身につけており、授与する学位名を「博士（工学）」とする。 

11



④ 教育課程の編成の考え方及び特色

（１）教育課程編成の考え方及び特色 

本学は、実践的な技術の開発を主眼とした教育研究を行う大学院に重点を置いた工学

系の新構想大学として設置された。本学の使命は、新しい学問技術を創り出すとともに、

独創的にして高度の専門的能力のある人材を養成することにあり､その教育研究の理念

は、技学－技術科学－に 関する創造的能力を啓発することにある。 

そこで、大学院博士後期課程においては、明確な目的意識を持った基礎及び応用研究、

さらに産業界の要望を先取りする先導的技術の開発研究のための人材養成を目指してい

る。 

グローバル工学教育としての認定プログラム 

安全・環境・文化への技術の影響を配慮できる能力の習得を学位授与方針（ディプ

ロマ・ポリシー）の１つに掲げる本学の大学院教育課程は、国連で採択された国際社

会の共通目標である「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成をエンジニアリング教育

の根幹に位置付けている。本学の大学院教育課程は、実践的・創造的なグローバルエ

ンジニア人材育成と SDGs 課題の解決を指向したプログラム「GIGAKU SDG 

Institute」として編成されており、本プログラムはユネスコから「UNESCO Chair 

on Engineering Education for Sustainable Development」としてユネスコチェアプ

ログラムに認定されている。 

○博士後期課程（カリキュラムポリシー）

カリキュラムポリシーは P８に示すとおりである。

なお、先端工学専攻各分野のディプロマポリシーとカリキュラムポリシーについては、

資料２に示す。 

（２）博士後期課程における教育研究の柱となる領域（分野） 

○エネルギー工学分野

１．科学技術の進歩は産業の発展を通じて人類に高度な文明を築くことを可能にして

来たが、この繁栄を維持するためには国家的課題であるエネルギー開発、エネルギー

機器の開発及び省エネルギーなどの諸システムについて、わが国の風土に見合った

開発を行うと同時に、一方で生じている人口、都市、資源、環境などをめぐる複雑な

社会問題となっている自然と社会全体との調和上の欠陥を解決し、持続可能な社会

の構築を実現しなければならない。 

２．本分野においては、上記のような現代社会が直面する諸問題を解決するために、エ

ネルギー開発から省エネルギーにつながるエネルギーシステム、その根幹をなす機

器装置の高性能化を図るエネルギー変換・制御、エネルギー材料開発等について総合
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的な開発研究を行う。 

３．教育研究領域 

（１）エネルギーシステム工学 

既存エネルギーの有効利用と未利用エネルギーの開発を行うことは、喫緊の

課題である。これらは、在来の専門領域の枠を越えなければ解決し得ない問題を

多く包含する。本専門領域では分野横断的なアプローチにより各種プロセスお

よび構成機器に関する技術を研究し、それらを総合して持続可能なエネルギー

システムを構築することを目指す。 

（２）エネルギー変換・制御工学 

エネルギー源から発生したエネルギーは、熱、電気、力学的エネルギー等の形

態となり、複雑なプロセスを経て利用されていくため、多様なエネルギーの変換

を取り扱う必要がある。また、各種プロセスおよびシステム全体の変換効率や経

済性を高めるためには高度な制御が求められる。本専門領域ではそのための変

換・制御技術の研究開発を行う。 

（３）エネルギー材料工学 

様々なニーズに対応できるエネルギーデバイスおよびシステムを実現するた

めには、エネルギーの輸送・変換・貯蔵・再生等の各種プロセスを高度化する必

要があり、用いられる機器・装置を構成する材料にも、より高度な機能性、耐久

性、環境性とブレイクスルーが求められる。本専門領域ではそのための先端材料

の研究開発を行う。 

○情報・制御工学分野

１．技術科学は、高度の専門分化の段階を経て、それらを複合化することによって、新

たな価値を創造する段階に入りつつある。例えば、宇宙開発、海洋開発、ロボット等

を見ても、単一の専門分野の成果のみでは、到底、達し得られないものである。 

２．本分野においては、上記１．のような技術のすう勢を考慮し、知能情報システム工

学、数理情報システム工学及び精密制御システム工学の分野に区分し、電算機技術、

情報通信技術、知能情報処理技術、信号処理技術の高度化を図るとともに、これらの

情報の複合化のための技術を体系化し、判断、認識等を付加した超精密計測制御技術

及び超精密加工技術の高度化に対処し、これらの諸問題の有機な複合化によって高

度な機械機構及び生産システム制御技術の開発を促進し、もって新たな技術体系の

創造を目指す。 

３．教育研究領域 

（１）知能情報システム工学 

人工知能（AI）技術、高度シミュレーション技術、近未来的ロボット技術等と

社会科学上の知見とを融合させて、人々の生活、社会活動、経済活動をより良く
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する知的な人間-機械系システムの実現を目指し、それを牽引することができる

知能情報システム工学分野におけるイノベーション人材を育成する。このため

に、生物・人間を模範とする知覚、認識、思考、運動、コミュニケーションの実

現を一つの大きな目標とする。特にパターン情報、言語情報などの知能情報処理

技術を中核とし、工業技術分野、更には社会・経営分野における諸システムの高

機能化と高信頼化を図る。 

（２）数理情報システム工学 

モノのインターネット（IoT）や人工知能（AI）に代表されるように、情報技

術の急速な発展は現代社会に大きな影響を与えており、多様な応用分野を包含

しつつ、グローバルな発展を遂げている。このような技術の基幹を成す数理的な

解析理論、センシングとデータの収集技術、インターネット等の情報通信技術、

音声・音響・映像の信号処理技術、ビッグデータの利活用システム等を研究開発

し、様々な情報技術分野の発展に寄与する。 

（３）精密制御システム工学 

制御・生産・デバイス開発技術への知能情報及び数理情報の応用を扱う。安全･

安心社会構築に不可欠な安全認証、システム安全設計、リスク評価に関する研究

開発、レーザ、アクチュエータ、機械要素、AI 等の技術を駆使した超精密計測・

制御・生産システムの研究開発、光波を用いた遠隔センシング、ナノスケール・

高分解分光分析による光半導体デバイス、フェムト秒領域の超高速時間分解計

測技術を駆使したテラヘルツ波デバイスの研究開発を指向し、さらなる発展が

必要なナノテクノロジー、半導体デバイス、生産技術の進歩に寄与する。 

○材料工学分野

１．今日の材料の適用条件はますます複雑化かつ過酷化し、利用可能な材料も、金属材

料、無機材料、有機材料、さらには各種材料を複合・融合した複合材料など、様々な

種類・分野に拡大している。そして、最近の材料設計は、分子、原子などのふるまい

を考えた量子レベルまでに及ぶようになってきている。新材料の開発は技術革新の

礎とも言え、人類の創造的自主技術開発を進める上で極めて重要である。 

２．本分野においては、科学技術分野の広汎なニーズに対応した新構造材料や高性能・

高機能材料の開発、及びそれら一連の材料を活用して部材・部品・構造物等を設計・

製作するための解析・材料信頼性評価等の研究を行う。 

３．教育研究領域 

（１）構造材料工学 

人類の行動範囲が極地、深海さらに宇宙空間へと広がるに従い、各種構造物や

機器に対する要請も多岐多様となってきており、材料に要求される特性も複雑

かつ多面的になってきている。そして、使用環境もますます過酷になってきてい
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る。この領域では、様々な材料の種々の力学的性質をマクロレベルからミクロレ

ベル、さらにはナノレベルに及ぶ範囲で系統的に把握し、それを基礎として、よ

り軽くより強い構造材料の研究開発を行う。 

（２）機能材料工学 

科学技術の高度化に伴い、新しい機能をもつ材料の創出と高性能化が渇望さ

れている。材料の機能は、構成する原子種、分子構造、結晶構造、電子構造など

に由来している。最近、電子デバイスでは、新機能や人工的結晶などにより、超

高速半導体素子や新しい機構による発光デバイスなどが生まれ、更には高温超

伝導酸化物が見出されるなど、機能材料工学の分野は急速な発展を遂げている。

このようなすう勢に対応すべく、材料の電子物性に基づく電子構造及び結晶構

造の制御に関する研究、付加価値の高い有機機能材料の研究と作製、及びそれら

の性能評価から応用に至る一貫した研究を行い、新機能材料や新機能素子の創

造的研究開発を行う。 

（３）知能デバイス工学 

様々な装置・機械・設備の高機能化を実現するには、センサー等から得られた

情報を人工知能や機械学習などに投入し処理するだけでなく、知能デバイスと

呼べるような、センシングデバイス自体の更なる高機能化や、斬新なマイクロ・

ナノデバイスの新規開発が必要である。電磁波（THz～X 線）のセンシングや高

密度情報伝送技術に資する新材料や加工技術の開発、力覚や超音波のセンシン

グ、マイクロ/ナノテクノロジーに関する革新的な製造技術や評価技術の開発を

通し、先進材料・構造物の創出・解析設計・制御などの研究開発を行う。 

○社会環境・生物機能工学分野（カリキュラムポリシー）

１．科学技術の進歩は産業の発展を通じて人類に高度な文明を築くことを可能にして

来た。しかし、人類の利便性に偏重した開発を続けてきた代償として、社会の安全性

や環境の持続可能性が大きく揺らいでいる。甚大化する自然災害の発生や巨大化す

る都市の生活環境と衛生機能の悪化、さらに地球レベルでの環境破壊や生物多様性

の喪失など、自然と人間社会全体との調和上の問題を解決し、サステイナブルな社会

の構築を実現する必要がある。そのため、社会基盤の整備と維持管理、高度な防災・

減災技術の確立、省エネルギーや資源循環技術などへの社会的要請はこれまでにな

く高まっている。 

２．本分野においては、上記のような社会が直面する諸問題を解決するために、社会基

盤・防災システム工学、環境マネジメント工学、環境生物機能工学の３分野において、

高い防災・減災技術を備えたサステイナブルな社会基盤システムの立案と維持管理、

状況に応じた環境浄化技術の開発と運用、そして生物や生物由来分子の有する機能

を環境保全や医療・福祉といった社会生活向上のために活用する技術の開発に関し
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た研究と教育を行う。 

３．教育研究領域 

（１）社会基盤・防災システム工学 

地球温暖化など日々グローバルに変化する環境のもとで、私たちが文化的で

人間らしい生活を営むために、社会基盤施設を適切に計画・設計・施工・維持す

ることが重要である。社会基盤・防災システム工学は、よりよい社会の構築と、

あらゆる災害に対して安心・安全で、強靱かつサステイナブルな社会基盤システ

ムを構築することを目的としている。そのために、社会基盤整備で利用される

様々な材料に対する特性把握と開発、シミュレーション技術の構築、ICT を利用

したモニタリングによる防災システムの高度化、ビッグデータや AIを用いた将

来予測など取り扱う範囲は多岐にわたる。環境との調和を考慮した次世代の社

会基盤を構築するために、実践的・創造的な研究を遂行していく。 

（２）環境マネジメント工学 

人間活動が高度に進んだ今日において持続可能な社会を実現していくために

は、地球の物質循環を理解し自然と社会の両方の環境に配慮した総合的見地か

らの計画立案と実施が必要である。本専門領域では、風土に適合した社会システ

ムの構成がどうあるべきかを地球規模の水循環から地域内での資源・エネルギ

ー循環までを対象に、実験による現象の解明、適切な処理技術の開発からモデル

化によるシミュレーションまで幅広く研究し、自然災害の解明・防災対策・社会

施設の適正な在り方を探っていく。 

（３）環境生物機能工学 

バイオテクノロジーは、環境保全・エネルギー生産・医療・食料生産など、様々

な分野で持続可能な社会に貢献することが期待されている。環境生物機能工学

は、生物及び生物由来分子の持つ機能を有効利用することで、人間生活や地球環

境を改善するための技術の開発を目的としている。工業廃棄物の除去、バイオマ

ス利用、環境評価と保全、ゲノム育種、医療検査装置の開発、などに関わる応用

とそれに関連した基礎的な研究を行っている。 

（３）SDG プロフェッショナルコースについて 

本コースは、持続可能な開発目標（SDGs）を基軸とした工学教育を導入し、高度な

専門性と多様な視野を有する実践的技術者・研究者および高度な工学教育の担い手を

育成するための大学院レベルのコースである。 

2015 年、国連は、SDGs として世界規模の 17個の課題（貧困、医療、教育など）を

2030 年までにクリアすることを目標に掲げた。これらの目標を達成するためには、世

界規模での科学技術の発展と普及が不可欠である。そのため、世界から幅広く学生を
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受け入れ、日本の産業界と連携した実践的な教育プログラムを提供することによっ

て、特に新興国の科学技術の発展に貢献できる人材の育成を目指す。 

また、本学は、1994 年より、大学院社会人留学生特別コース（CPD）を提供してお

り、15 ヵ国 300 人以上の実践的技術者や教育従事者を輩出している。本コースは、

CPD コースに SDGs の理念を加えて拡張するものであり、より高度な実践的工学教育プ

ログラムである。将来、コース修了生達が世界各地で活躍することによって、世界的

な科学技術レベルの向上、さらには SDGs の達成に貢献することが期待される。 

SDG プロフェッショナルコース以外でも、国際感覚とグローバルコミュニケーショ

ン能力を身に付けられるよう、先端工学専攻における全ての科目について、学生の希

望により英語での履修が可能となっている。また、博士後期課程は留学生比率が高い

ため、多くの研究室において、セミナーは英語で実施されている。 

その他、コースの履修の方法等詳細は資料３のとおり。 
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⑤ 教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件

（１）修了要件及び履修方法 

○修了要件について

（ア）博士課程を修了するには、大学院に５年（修士課程を修了した者にあっては、当

該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、

必要な研究指導を受けた上、博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格し

なければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者につ

いては、大学院に３年（修士課程を修了した者にあっては、当該課程における２年

の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

（イ）博士論文は、在学期間中に所定の期日までに提出しなければならない。 

○履修方法について

博士後期課程の修了に必要な単位として 42単位（修士課程又は博士前期課程におけ

る修得単位 30単位を含む。）以上を修得しなければならない。 

（２）学位授与の申請、学位審査等 

学位授与の申請及び学位審査等については、本学学位規則及び学位審査取扱規程によ

る。 

（ア）審査委員会の設置について 

専攻主任は、学位論文審査等の申請を受理したときは、次により審査委員候補者

を選考し、当該候補者について分野会議の承認を得た上その名簿（以下「審査委員

候補者名簿」という。）を学長に提出する。 

一 課程博士にあっては指導教員を含め５人以上 

二 論文博士にあっては５人以上 

審査委員候補者の中には、副査候補者として他の大学院若しくは研究所等の教

員等を加えることができる。 

（イ）学位論文等の審査等 

審査委員会は、学位論文又は特別の課題についての研究の成果の審査及び最終

試験又は本学大学院の博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することの確

認（以下「学力の確認」という。）を行う。 

学位論文又は特定の課題についての研究の成果の審査は、別に定める基準に基

づき行う。 

最終試験は、学位論文又は特定の課題についての研究の成果の内容を中心とし

て、これに関連のある科目及び必要に応じ、審査委員会の指定する外国語科目につ

いて、口頭又は筆記により行う。 

学力の確認は、口頭又は筆記による試験により行う。この場合において、審査委
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員会の指定する外国語科目を課する。 

本学大学院の博士課程に所定の修業年限以上在学して所定の単位を修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上退学した者が、退学後 1年以内に博士の学位授与の

申請を行ったときは、学力の確認に代えて最終試験を行うことができる。最終試験

は発表会をもって代えることができる。 

（ウ）審査期間 

審査委員会は、学位論文審査の申請にかかる学位論文又は特定の課題について

の研究の成果の審査及び最終試験を、原則として当該学生の在学期間内に終了す

るものとする。 

審査委員会は、学位授与の申請にかかる博士論文の審査及び学力の確認を、当該

申請を受理した日から 1年以内に終了しなければならない。ただし、特別の事情が

あるときは、教授会の議を経て、審査期間を延長することができる。 

（エ）審査結果の報告 

審査委員会は、学位論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終

試験又は学力の確認が終了したときは、該当する書類に、学位を授与できるか否か

の意見を添え、直ちに教授会に報告しなければならない。審査委員会は、教授会へ

の審査結果の報告に当たっては、分野会議の議を経て行うものとする。 

一 博士の学位にあっては、博士論文の内容の要旨、論文審査の結果の要旨、博

士論文審査の結果及び最終試験の結果又は学力の確認結果の要旨 

（オ）学位授与の審議 

教授会は、報告に基づいて、学位を授与すべきか否かを審議し、その結果を学長

に報告し、当該学位の授与について意見を述べる。教授会は、学位授与の審議に当

たっては、必要に応じ、審査委員の出席を求めることができる。 

（カ）学位の授与 

学長は、前条の意見を聴いて学位を授与すべき者には、所定の学位記を授与し、

学位を授与できない者には、その旨を通知する。 

（３）研究指導プロセスについて 

先端工学専攻における授業科目は、講義及び演習（輪講）が開設されている。講義科

目はいずれも選択科目であり、教員の専門に基づいて開設されたもので専門性が特に

高いため、学生自身が自ら将来を勘案して選択することが重要となる、選択科目の選択

方法については、履修案内を参照の上、指導教員の指導を受けることが望ましい。必修

科目である輪講は、指導教員の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同し

て行われることもある。 

入学時に指導教員が決定され、研究室に配属後、各分野における高度な最先端の研究

と博士論文作成を通じて総合能力を育成する。また、国際学会での発表等を通じて国際
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感覚とグローバルコミュニケーション能力を高める。 

博士後期課程の３か年を通じ指導教員の研究指導を受けて研究した成果を博士論文

としてまとめ、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表することが望

ましい。 

○エネルギー工学分野

１．科学技術の進歩は産業の発展を通じて人類に高度な文明を築くことを可能にした

が、この繁栄を維持するためには国家的課題であるエネルギー開発、エネルギー機器

の開発及び省エネルギーなどの諸システムについて、わが国の風土に見合った開発

が行わなければならないと同時に、一方で生じている人口、都市、資源、環境などを

めぐる複雑な社会問題となっている自然と社会全体との調和上の欠陥を解決しなけ

ればならない。 

２．本分野においては、上記のような現代社会が直面する諸問題を解決するために、エ

ネルギー開発から省エネルギーに及ぶエネルギーシステム、その根幹をなす機器装

置の高性能化を図るエネルギー変換・制御、及びエネルギー材料開発等について総合

的な開発研究を行う。 

３．本分野の専門教育科目は、別添の教育課程等の概要のとおり、エネルギーシステム

工学に関する科目、エネルギー変換・制御工学に関する科目、及びエネルギー材料工

学に関する科目等が開設されている。 

４．上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教員の専門に基づいて開

設されたもので専門性が特に高いため、学生自身が自から将来を勘案して選択する

ことが重要となる。選択科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教員

の指導を受けることが望ましい。 

５．輪講（必修）は、指導教員の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同

して行われることもある。 

６．博士論文は、博士後期課程の３か年を通じ指導教員の研究指導を受けて研究した成

果をまとめるものであり、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表

することが望ましい。 

○情報・制御工学分野

１．技術科学は、高度の専門分化の段階を経て、それらを複合化することによって新た

な価値を創造する段階に入りつつある。例えば、宇宙開発、海洋開発、ロボット等を

見ても単一の専門分野の成果のみでは到底達し得られないものである。 

２．本分野においては、上記１．のような技術のすう勢を考慮し、知能情報システム工

学、数理情報システム工学及び精密制御工学の分野に区分し、電算機技術、情報通信

技術、知能情報処理技術、信号処理技術の高度化を図るとともに、これらの情報の複
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合化のための技術を体系化し、判断、認識等を付加した超精密計測制御技術及び超精

密加工技術の高度化に対処し、これらの諸問題の有機な複合化によって高度な機械

機構及び生産システム制御技術の開発を促進し、もって新たな技術体系の創造を目

指すものである。 

３．本分野の専門教育科目は、別添の教育課程等の概要のとおりであり、知能情報シス

テム工学に関する科目、数理情報システム工学に関する科目、及び精密制御工学に関

する科目等が開設されている。 

４．上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教員の専門に基づいて開

設されたもので専門性が特に高いため、学生自身が自ら将来を勘案して選択するこ

とが重要となる。選択科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教員の

指導を受けることが望ましい。 

５．輪講（必修）は、指導教員の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同

して行われることもある。 

６．博士論文は、博士後期課程の３か年を通じ指導教員の研究指導を受けて研究した成

果をまとめるものであり、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表

することが望ましい。 

○材料工学分野

１．今日の材料の適用条件はますます複雑化かつ過酷化し、利用可能な材料も、金属材

料、無機材料、有機材料、さらには各種材料を複合・融合した複合材料など、膨大な

種類にのぼっている。そして、最近の材料設計は、分子、原子などのふるまいを考え

た量子レベルまでに及ぶようになってきている。新材料の開発は技術革新の礎とも

言え、人類の創造的自主技術開発を進める上で極めて重要である。 

２．本分野においては、科学技術分野の広汎なニーズに対応した新構造材料や高性能・

高機能材料の開発、及びそれら一連の材料を活用して部材・部品・構造物等を設計・

製作するための解析・材料信頼性評価等の研究を行う。 

３．本分野の専門教育科目は別添の教育課程等の概要のとおりであり、構造材料工学に

関する科目、機能材料工学に関する科目、及び材料信頼性工学に関する科目等が開設

されている。 

４．上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教員の専門に基づいて開

設されており特に専門性が高いため、学生は自身の将来を勘案して選択することが

重要となる。科目の選択については、履修案内を参照の上、指導教員の指導を受ける

ことが望ましい。 

５．輪講（必修）は、指導教員の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同

して行われることもある。 

６．博士論文は、博士後期課程の３か年を通じ指導教員の研究指導を受けて研究した成
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果をまとめるものであり、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表

することが望ましい。 

○社会環境・生物機能工学分野

１．科学技術の進歩は産業の発展を通じて人類に高度な文明を築くことを可能にして

来た。しかし、人類の利便性に偏重した開発を続けてきた代償として、社会の安全性

や環境の持続可能性が大きく揺らいでいる。甚大化する自然災害の発生や巨大化す

る都市の生活環境と衛生機能の悪化、さらに地球レベルでの環境破壊や生物多様性

の喪失など、自然と人間社会全体との調和上の問題を解決し、サステイナブルな社会

の構築を実現する必要がある。そのため、社会基盤の整備と維持管理、高度な防災・

減災技術の確立、省エネルギーや資源循環技術などへの社会的要請はこれまでにな

く高まっている。 

２．本分野においては、上記のような社会が直面する諸問題を解決するために、社会基

盤・防災システム工学、環境マネジメント工学、環境生物機能工学の３分野において、

高い防災・減災技術を備えたサステイナブルな社会基盤システムの立案と維持管理、

状況に応じた環境浄化技術の開発と運用、そして生物や生物由来分子の有する機能

を環境保全や医療・福祉といった社会生活向上のために活用する技術の開発に関し

た研究と教育を行う。 

３．本分野の専門教育科目は、別添の教育課程等の概要のとおりであり、社会基盤・防

災システム工学に関する科目、環境マネジメント工学に関する科目、及び環境生物機

能工学に関する科目等が開設されている。 

４．上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教員の専門に基づいて開

設されたもので専門性が特に高いため、学生自身が自から将来を勘案して選択する

ことが重要となる。選択科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教員

の指導を受けることが望ましい。 

５．輪講（必修）は、指導教員の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同

して行われることもある。 

６．博士論文は、博士後期課程の３か年を通じ指導教員の研究指導を受けて研究した成

果をまとめるものであり、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表

することが望ましい。 
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⑥ 基礎となる学部（又は修士課程）との関係

修士課程における工学専攻と、博士後期課程における先端工学専攻の大まかな関係を

図⑤-１（再掲）に示す。学部工学課程と大学院修士課程のような分野の緊密な連続性

は設けず、修士課程工学専攻の複数の分野で博士後期課程先端工学専攻の各分野の教員

を構成している。これは、博士後期課程先端工学専攻では、融合的・複眼的な視野を広

げるとともに、専門性を深めた研究者・教育者の育成が、新産業創出につながる高度な

専門性を持つ人材を育成する、という本学の教育目標に対応した教育組織である。つま

り、学部、修士課程では基幹産業に対応した学問分野の基礎から応用までをしっかりと

身につけつつ、メジャー・マイナーコース等を利用して異なる工学分野の基礎を習得

し、AI、数理データサイエンス等の情報技術を身につけ、博士後期課程ではそれらの融

合領域分野で各自の専門性を深めていく。 

図⑥-１ 改組後における大学院修士課程工学専攻と 

博士後期課程先端工学専攻の関係（再掲） 

情報・制御工学分野

材料工学分野

エネルギー工学分野

社会環境・生物機能工学
分野

博士後期課程先端工学専攻
機械工学分野

電気電子情報工学分野

情報・経営システム工学
分野

物質生物工学分野

環境社会基盤工学分野

量子・原子力統合工学分野

修士課程工学専攻
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⑦ 入学者選抜の概要

（１）工学研究科が求める学生（アドミッションポリシー） 

本学は、活力（Vitality）、独創力（Originality）及び世のための奉仕（Services）を

重んじる VOS の精神をモットーとして、実践的・創造的能力を備え、情報技術を活用し、

国際的に活躍できる指導的技術者・研究者を養成することを目的に、次のような学生を広

く求めている。 

１．技術や科学をより深く研究する意欲をもつ人 

２．データサイエンス、IoT 等の情報技術、及び分野融合技術を高度に活用する意欲の

ある人 

３．新しい分野の開拓や理論の創出、もの作りに意欲をもつ人 

４．国際的視野と感覚をもち、世界的研究を目指す人 

５．独自の優れた個性を発揮する意欲をもつ人 

６．独創的研究に取り組む意欲をもつ人 

７．人間性が豊かで、人類の幸福に貢献しようとする意識をもつ人 

（２）入学者選抜の概要 

本学では、アドミッションポリシーに基づき、一般入試（外国人留学生含む）、学内推

薦入試、学内学力入試、社会人入試により入学者を選抜する。 

①一般入試（外国人留学生含む）

・学力試験及び提出された書類の各結果を総合して行う。

学力試験は、提出された修士論文等を中心に、関連する専門分野についての試験及び

語学の試験により行う。 

②社会人入試

・学力試験及び提出された書類の各結果を総合して行う。

学力試験は、提出された修士論文（または、それに相当するもの）及び業績報告書等

の内容についての諮問を含む面接により行う。 

③学内推薦入試

④学内学力入試

（３）募集人員 

現在は専攻別に募集を行っている。今回の改組では、社会の変化、多様化・複雑化する

課題に迅速かつ柔軟に対応し、新たな課題に対応する素養を持ち、新たな産業分野を牽引
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する技術者を育成するための教育が求められていることから、従来の専攻の壁を取り払

った専攻の大括り化を進める。 

各学年の募集人員等については、以下のとおり。 

分 野 
入学 
定員 

募集人員 
（目安） 

一般入試、 
学内推薦入試、 
学内学力入試 

社会人入試、
外国人留学生
入試 

エネルギー工学分
野 

7 人 7 人 

情報・制御工学分
野 

30 人 8 人 8 人 若干人 

材料工学分野 7 人 7 人 

社会環境・生物機
能工学分野 

8 人 8 人 

計 30 人 30 人 30 人 

表⑦-１：工学研究科博士後期課程 入学定員及び募集人員 

表⑦-２：工学研究科博士後期課程 入学定員の変更 
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⑧ 教員組織の編成の考え方及び特色

（１）教員組織の編成の考え方 

本学は平成 27年度に教員組織体系を見直し、平成 27 年度の大学院改組により発足した

教育組織（専攻と称する学生所属組織）と教教分離する教員組織（技学研究院と称する教

員所属組織。教養科目を担当する基盤共通教育部の教員も、専門分野の教員とともに技学

研究院に所属。）を設置した。全ての教員が技学研究院と産学融合トップランナー養成セ

ンターに所属し、大学院教育を担当する。それぞれの専門分野における専門性と、これま

での教育実績を十分に考慮した上で編成した。なお、教育課程の中心となる専攻教育の主

要な科目には、本学部の専任の教授、准教授及び講師を中心に配置し、専任の助教も協力

して学部教育を実施する体制を構築している。 

また、国立大学法人長岡技術大学職員就業規則（資料４）第 19条の規定により、本学

における教授、准教授及び講師の定年は満 65 歳、助教及び助手の定年は 60 歳である。

ただし、助教及び助手が引き続き雇用を希望したときは、１年を超えない範囲内で任期を

定め採用（以下「再雇用」という。）し、満 65 歳まで再雇用教員として教育研究に携わる

ことができる。 

教員配置に関しては、融合分野において先駆的な研究開発を行い、新産業創出につなが

る高度な専門性を持つ人材を育成する、という本学の教育目標に対応して、修士課程の６

工学分野を再編した４つの工学分野への配置を行っている。 

（２）教員の年齢構成 

表⑧-1 に大学院工学研究科先端工学専攻（博士後期課程）の開設年度（令和４年４月１

日時点）および完成年度（令和７年３月 31日時点）における専任教員の構成を示す。本学

の開設年度における専任教員は 123 名であり、うち教授 52名、准教授 66名、講師５名とな

っている。完成年度には、専任教員は 115 名となり、うち教授 46 名、准教授 64名、講師５

名となる。 

大学院工学研究科博士後期課程担当専任教員の年齢構成については、完成年度時点で、

30 代が７名、40 代が 40名、50 代が 35名、60 代が 33名となっている。このように、教

育研究水準の維持と活性化に十分な年齢構成となっている。なお、完成年度までに８名の

教員が定年により退職となる予定であるが、その後任は年齢構成、男女比等を考慮して適

宜採用する。 

また、博士後期課程（主・副）指導教員としての資格認定を行っている。新規に指導教

員となる際に加えて、主指導教員の資格を有する教員は、資格の認定後、原則として３年

ごとに、研究業績等を確認し、その資格の更新の再審査を実施している。 
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表⑧-1大学院工学研究科先端工学専攻（博士後期課程）の開設年度（2022年） 

および完成年度（2024年）における専任教員の構成 

（３）教員組織編成の特色 

本学の中心となる学問分野となる「工学」は、機械工学、電気電子工学、情報工学、経営システ

ム工学、物質材料工学、生物工学、建設工学、システム安全工学などのディシプリンをベースとし

ている。これらの工学分野は e-CSTIの「産業界の業務および事業展開・成長に重要な専門知識

分野」にて掲げられている産業界の主要な業種に対応する学問分野である。一方、総合科学とし

て、工学諸分野はもとより、人文社会科学分野にもまたがる幅広い分野を包括しながら、専門性・

学際性・国際性・先導性を有する人材を育成するため、技学研究院の教員組織は教養分野も含め

た様々な専門分野の教員から構成されている。 

年齢 教授 准教授 講師 助教 助手 合計

60~65 18 3 0 0 0 21

50~59 31 17 0 0 0 48

40~49 3 38 1 0 0 42

30~39 0 8 4 0 0 12

<30 0 0 0 0 0 0

合計 52 66 5 0 0 123

年齢 教授 准教授 講師 助教 助手 合計

60~65 28 5 0 0 0 33

50~59 18 17 0 0 0 35

40~49 0 39 1 0 0 40

30~39 0 3 4 0 0 7

<30 0 0 0 0 0 0

合計 46 64 5 0 0 115

令和4年4月1日における教員構成

令和7年3月31日における教員構成
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⑨ 施設・設備等の整備計画

（１）校地、運動場の整備計画 

本学は学術研究を生み出すための現場での活動を重視しており、実践を通じて「考え

だす力」を育むことが「技学」教育の基本構想の根幹としている。そのため、教育研究

に必要な施設として、研究棟の他に実験・実習に関する施設を重視して整備している。 

キャンパスは、用途ごとにゾーン分けをし、整然と施設整備がなされている。教育研

究ゾーン・実験実習ゾーンには校舎群及び専門的な研究を行う施設を整備している。共

通ゾーンには図書館の他、福利棟・体育保健センター等の福利厚生施設を整備している。

住居ゾーンには、学生寮や国際交流会館などが整備されている。 

運動場については、体育館（2,715 ㎡、武道場・屋内プール・トレーニングルームを

併設）の他、屋外体育施設ゾーン（92,712 ㎡）に陸上競技場・多目的広場・テニスコー

ト・野球場・ラグビー場・ゴルフ練習場・弓道場が整備されている。また、課外活動関

係施設が３棟（計 1,043 ㎡）整備されている。これらは正規の授業の他、課外活動に利

用されている。 

学生が休息するスペースについては、キャンパスの中心に位置する屋外広場を利用

できるほか、福利棟や主な建物にはリフレッシュルーム・談話スペース等を設けている。 

（２）校舎等施設の整備状況 

講義室については、既存講義棟の講義室を利用する。講義室には音響設備・液晶プロ

ジェクター・ＤＶＤプレーヤー・出欠管理カードカードリーダー等を備えている。 

室名 面積 収容人数 室名 面積 収容人数 

Ａ講義室 ３５８㎡ ３３０名 ２０５講義室 ７９㎡ ６８名 

Ｂ講義室 １８３㎡ １５６名 ２０６講義室 ７９㎡ ９６名 

Ｃ講義室 １１２㎡ ６０名 ２０７講義室 ８０㎡ ７０名 

Ｄ講義室 １５７㎡ １４４名 ２０８講義室 ７８㎡ ６９名 

Ｅ講義室 ２０５㎡ ２０３名 ２０９講義室 ７８㎡ ６９名 

Ｆ講義室 ２０８㎡ ２０２名 ２１０講義室 ８０㎡ ６９名 

１０３講義室 １０６㎡ １００名 ３０１講義室 ５２㎡ ３８名 

１０４講義室 ７８㎡ ６９名 ３０２講義室 ５２㎡ ３８名 

１０５講義室 ７８㎡ ６９名 ３０３講義室 ５２㎡ ３８名 

１０６講義室 １０６㎡ ９２名 ３０４講義室 ５４㎡ ３８名 

２０１講義室 １０４㎡ １０１名 ３０５講義室 ５４㎡ ３８名 

２０３講義室 ８６㎡ ７５名 

既存講義棟には、アクティブ・ラーニング・スペースとして、以下のスペースがある。 
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室名 面積 収容人数 室名 面積 収容人数 

ＡＬ１ １５３㎡ ５２名 ＡＬ３ ８２㎡ ３６名 

ＡＬ２ １０４㎡ ４８名 

学生が自由に使用できるスペースとして、「ＥＧＧルーム」（１６３㎡）がある。 

その他、キャンパス内には共通利用が可能な講義室・ゼミ室・演習室等が５５室（約

4,200 ㎡）あり、有効に利用されている。 

研究室・実験室については、既存の各室を使用することが可能であり、充分に確保さ

れている。併せて学内施設の利用状況を調査し、効率的な利用を図っている。 

大学院生の研究室（自習室）等については、既存の各研究室・自習室を使用すること

が可能であり、充分に確保されている。併せて学内施設の利用状況を調査し、効率的な

利用を図っている。 

各部屋の見取図は資料５のとおりである。 

（３）図書等の資料及び図書館の整備計画 

以下に基本方針を示す 

・開かれた大学の図書館として、大学における教育・研究に必要な学術情報を広く

収集・蓄積し、本学・高等専門学校及び地域社会の利用に供する 

・学内の学術情報を一元的に集中管理し、24 時間開館利用体制のもとに共同利用

を図ると共に、他大学図書館との相互協力を効率的かつ経済的に行う 

・電子化等により図書館業務の合理化・省力化を促進し、もって図書館サービス機

能を可能な限り拡大する。 

・図書館を全学における「情報・うるおいセンター」たらしめるため、図書館各施

設の環境・設備・調度等について充分な注意をはらい、落ち着いた雰囲気の中で、

ゆっくりと学習・研究できるようにする。 

この基本方針のもと、以下の取組を行っている。 

１）図書等の資料 

全蔵書数は、図書約 166,000 冊、電子ジャーナル約 6,300 タイトルを保持す

る。文献検索のために複数のデータベースを契約しており、本学に所蔵していな

い文献は、Web から借用・複写依頼を行える。また、学生が直接図書館に購入希

望図書を申し込めるなど、学生・教職員の要望にこたえる体制を整えている。 

その他、全国の高等専門学校とは、統合図書館システムの構築・電子ジャーナ

ルのコンソーシアムを形成するなど、連携を行っている。 

２）図書館の整備計画 

閲覧室は 309 席確保している。アクティブ・ラーニング・スペースとしてグル

ープ閲覧室 157 ㎡を設けており、学生間の相互教育による自習をバックアップ

29



できる施設としても利用可能である。 

また、館内はすべて無線 LAN の利用が可能となっている。 
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⑩ 管理運営

（１）大学のガバナンス 

長岡技術科学大学は、社会の変化を先取りする“技学”（技術科学）を創成し、未来社

会で持続的に貢献する実践的・創造的能力と奉仕の志を備えた指導的技術者を養成する

ため、諸活動の不断の自己点検・評価等を実施するとともに、大学の教育研究活動状況を

調査・分析し、これらの結果を教育研究の質の向上や大学運営の改善に活用している。 

本学は、工学系単科大学であることから、教授会及び代議員会は全学の専攻、学内組織

のメンバーから構成され、学内の意思決定及び大学運営に係る情報が全教職員に共有さ

れている。また、代議員会と教育研究評議会の構成員で重複する者が多いため、教育研究

評議会で決定した教育研究の重要事項が迅速に全学的に周知徹底されている。 

本学では、経営協議会の学外委員の選任に当たっては、本学のミッション及び目指す方

向を鑑み、産業界、地域自治体、高等教育、国際連携等の各分野から候補者を選考し、教

育研究評議会の意見を聴いて学長が任命している。同協議会では、法令で定める審議事項

のほか、本学が推進する事業や、事業運営の課題について、学外委員との意見交換の場を

設け、多様な観点からの意見を聴取し、教学に関する運営にも生かしている。 

また、大学としての意思決定及び執行が迅速かつ的確に行われるよう、役員、副学長及

び学長補佐を構成員とする大学戦略会議を月２回開催し、大学経営及び教学運営に関す

る重要事項について情報共有し、学長の意思決定を支援し、業務執行状況を確認している。 

（２）教授会及び代議員会 

教授会の審議事項は、学生の入学、卒業及び課程の修了、学位の授与、教育課程の編成、

教員の教育研究業績の審査、学生の懲戒に関する事項、組織の運営に関わる事項等とし、

組織運営の重要事項と学位の授与以外の事項について代議員会に委任している。教授会

は、工学系単科大学ということもあり、学長、副学長並びに専任の教授、准教授、講師及

び実務家教員をもって構成し、学長が議長となる。教授会の開催は、学位の授与に係る審

議事項のある原則６月、７月、９月、１２月、３月に開催する。 

代議員会の審議事項は、上述のとおり組織運営の重要事項と学位の授与以外の事項と

している。代議員会は、学長、副学長、附属図書館長並びに分野長、基盤共通教育部長及

び各分野、基盤共通部から１人又は２人の教授及び各分野、基盤共通部から１人の准教授

又は講師で構成し、学長が議長となる。代議員会は教授会の開催されない月に開催する。 
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（３）副学長、学長補佐及び常設委員会 

学長のリーダーシップの下、大学のガバナンスを円滑に行うため、学長を補佐・支援す

る副学長５名が任命され、教学運営を担っている。また、学長の職務のうち特定事項につ

いて学長を補佐するため、学長特別補佐３名、学長補 

佐８名を置く。本学は工学系単科大学のため、学内委員会等はすべて全学委員会等とし

て位置づけられ、主要な学内委員会等（教務委員会等）の審議結果は教授会や代議員会に

上程され、全学に情報共有されている。また、主要委員会等の長は、副学長又は学長補佐

が務め、学長のリーダーシップが適切かつ迅速に実施される体制となっている。 

（４）教学マネジメント 

本学では、養成する人材像や大学の理念を踏まえた、体系的な教育課程の編成、組織的

な教育の実施等、迅速・効率的な教学マネジメントを実現するため、５人の副学長で「教

育研究企画、評価、学生支援、男女共同参画、研究企画、産学地域連携、SDGs、教務、高

専連携、広報、国際連携、校友会、入試、IR」を分担し、学長を補佐し教学運営を担うと

ともに、主要学内委員会の委員長を務めるなど、学長の意思決定と業務遂行を支援する体

制としている。 

（５）人事給与システム 

長岡技術科学大学では、教員一人ひとりが高いモチベーションを維持し、技術科学の

推進と教育研究の向上を図るため、令和２年４月から、外部資金の獲得実績による手当

の新設を含む新しい評価基準に基づく新年俸制度を導入し、以降の採用者及び希望する

在職教員に適用させた。さらにクロスアポイントメント制度やテニュアトラック制度等

を活用し、若手、女性、外国籍といった多様で優秀な人材の確保につながる人事給与マ

ネジメントシステムを実践している。 
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⑪ 自己点検・評価

（１）全学の自己点検・評価 

本学の自己点検・評価については、長岡技術科学大学自己評価規則において、教育研究

活動等の状況について自ら点検及び評価を行うことにより、教育水準の向上と研究活動

の活性化を図るとともに、本学の目的及び社会的使命の達成を積極的に推進することを

目的として定めている。また同規則では、自己評価の企画、立案及び実施にかかる総括並

びに第三者評価への対応は、大学評価委員会が行うと規定している。 

大学評価委員会においては、その所管を長岡技術科学大学評価委員会規程で規定し、副

学長 2 名、事務局長及びその他学長が必要と認めた教員 2 名が、自己評価規則が規定す

る 10の項目（①目標に関すること、②教育に関すること、③研究に関すること、④社会

との連携に関すること、⑤国際交流に関すること、⑥業務運営に関すること、⑦財務に関

すること、⑧自己点検・評価及び情報の提供に関すること、⑨施設整備に関すること、⑩

安全管理に関すること）に加え、第三者評価にかかる、国立大学法人評価委員会、学校教

育法 109 条第 2 項に定める認証評価機関等が行う本学の職員以外の者による評価と検証

に対応する。さらに自己評価規則では、大学評価委員会での検証結果を学長に報告するこ

とで内部統制を図り、また、検証結果及び評価結果を内外に公表して大学の透明性を確保

している。 

大学評価委員会は、内部質保証を確実なものとするために、中期目標・中期計画及び年

度計画を中心とした実績・進捗状況を適時各委員会等に求め、検証し、軌道修正が必要な

事業については学長主導で改善指導を行うなどの対応をとっている。 

令和元年度には、学校教育法第 109 条第 2項の規定に基づき、大学改革支援・学位授与

機構の認証評価を受審し、同機構が定めた大学評価基準を満たしているとの評価結果を

得た。加えて、領域 4 では 1 つの取組が、領域 6 では 5 つの取組が優れているとの評価

を受けている。認証評価が 3巡目を迎え、内部質保証に焦点を当てた今回の評価に際し、

大学評価委員会が中心となり内部質保証に責任を持つ体制の検証と規定等の整備を関係

委員会と協議し、また、ディプロマ、カリキュラム及びアドミッションの各ポリシーが具

体的かつ明確に策定されているかにも重点を置き検証を行い、認証評価の各基準を満足

するための対応を適時行った。 

さらに本学では、平成 30年度、自己評価規則及び長岡技術科学大学外部評価実施要項

に基づき、民間企業出身者及び高等教育機関関係者等を委員とした外部評価を実施した。

外部評価委員会の開催にあたっては、平成 28 年度に設置した IR 推進室が収集したデー

タを基に本学の現状を視覚化した外部評価自己点検書を基に、各委員と意見交換し、教育、

研究、産学連携、高専連携及び大学運営の分野別で評価を受けた。評価内容は大学ホーム

ページを通じて学外に公表するとともに、さらに収集した客観的データを参考に改善案

を策定・提言を行っている。 
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⑫ 情報の公表

学校教育法第 113 条と学校教育法施行規則第 172 条の２で定められた教育研究活動等

の状況に関する情報について以下のとおり大学のホームページ上で公開している。 

１）大学の教育研究上の目的に関すること 

２）教育研究上の基本組織に関すること 

３）教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

４）入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又

は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関す

ること 

５）授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

６）学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

７）校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

８）授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

９）大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

上記１）～９）については、 

https://www.nagaokaut.ac.jp/annai/jyoho/jyohokoukai/kyouikujyouhou.html 

１０）その他 

○学則等各種規程

https://education.joureikun.jp/nagaokaut/

○学部等の設置に関する情報

https://www.nagaokaut.ac.jp/annai/jyoho/jyohokoukai/jyouhou_n.html

○中期目標・中期計画・年度計画、大学機関別認証評価、自己点検・評価等

https://www.nagaokaut.ac.jp/annai/keikaku/index.html
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⑬ 教育内容等の改善のための組織的な研修等

（１）全学的な取組 

長岡技術科学大学では、学内共同教育研究施設として、学部及び大学院における教育方

法改善に係る調査・研究、企画及び実践等を通じ技術者教育の総合的な推進を図ることを

目的とする「教育方法開発センター」を設置している。同センターでは、授業及び研究指

導の内容又は方法の改善を図るための「授業スキルアップ研究会」や「FD 講演会」、「公

開授業・FD しゃべり場」等の企画・実施を行っている。 

教育効果測定の方法改善及び分析に関することとして、授業アンケートを実施してお

り、学生からのアンケート結果は各科目担当教員へフィードバックして授業改善に役立

ててもらうとともに教員に対してもアンケートを行っている。その結果は、授業アンケー

ト結果と併せて教育方法開発センター会議で報告され、その後の FD 活動の企画立案に活

用している。 

また、新採用となった教員を対象に「技術教育」のための職能を研くことを意識しなが

ら自分を研いていくためのガイダンス的役割を果たす「技術教育フロンティアプログラ

ム」を実施している。受講者は用意されたコンテンツの受講によりポイントを獲得し、定

められたポイント数を獲得した者を「技術教育フロンティア」として認定している。 
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【資料１】
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United Nations Academic Impact 
Hub for SDG 

for 2021-2024. 

Ramu Damodaran 
Chief, United Nations Academic Impact  
Department of Global Communications
United Nations

Nagaoka University of Technology, Japan
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United Nations Academic Impact 
Hub for SDG 9

In recognition of the research, innovation   
and scholarship undertaken in support of this SDG, 
United Nations Academic Impact welcomes

as its hub for Sustainable Development Goal 9
for 2018-2021. 

Ramu Damodaran 
Chief, United Nations Academic Impact  
Department of Public Information
United Nations

Nagaoka University of Technology, Japan
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　　→先端工学専攻が使用する校舎等

【資料５】
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１．学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

（１）学生の確保の見通し 

ア．定員充足の見込み 

①入学定員設定の考え方

大学院工学研究科先端工学専攻（博士後期課程）の入学定員は 30 名とする。これまでの

博士後期課程４専攻の入学定員 25名から５名増員する。社会情勢の変化に迅速かつ柔軟に

対応しつつ、異分野融合を更に促進し、融合領域分野を開拓する人材を育成するために、

従来の４専攻の壁を取り払い、１専攻４分野に大括り化する。先端工学専攻の中に設置す

る学問分野は、従来の４専攻をベースにしつつ、現状にあわせて一部を再編する。具体的

には、エネルギー・環境工学専攻、生物統合工学専攻をエネルギー工学分野、社会環境・

生物機能工学分野に再編する。エネルギー工学に関しては、例えば殆どの自動車メーカー

がガソリンを燃料とする内燃機関から電動化に大きく舵を切ったことで、電力供給が大き

な課題となるなど、特に工学分野ではパワーエレクトロニクス分野の範囲が拡大している。

そのため、エネルギー工学を一つの分野として独立させる一方で、社会環境工学の中には、

社会インフラとして重要な水質改善や汚水処理への微生物の利用、衛星やドローンを利用

した農作物の生育状況のモニタリングなど、生物分野と関連する分野も多く、持続可能社

会の実現、SDGs 達成に向けて重要な分野になりつつある。そのため、本改組では、このよ

うな分野の融合を更に促進するために社会環境・生物機能工学分野を設置することにし、

入学定員を５名増とすることとした。 

入学者として想定されるのは、これまで同様、内部進学者に加えて、留学生、社会人で

ある。志願者・入学者の結果など、客観的データから示される学生確保の見通しは以下の

とおりである。 

②定員充足の見込み

本学の工学研究科博士後期課程の入学試験結果（平成 29 年度～令和２年度）では、入学

定員 25 名に対して過去５年間の平均志願者は 41 名と大きく上回り、志願倍率は 1.64 倍、

入学者は入学定員を常に上回っている。５名増の 30 名としても、志願者数はそれを上回り、

入学生確保は十分期待できる。 

イ．定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

①入試実績からの学生確保の見通し

「大学院工学研究科博士後期課程志願状況」を客観的データとして、学生確保の見通し

について検討した。既存の４専攻の入学定員 25 名に対応した４年間の志願者数、入学者数、

定員充足率の推移を表１-１に示す。 
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表１-１ 大学院工学研究科博士後期課程 入学志願状況 

直近４ヶ年の１年次入学者は平均 36 人と定員を大きく上回っている。志願者数も直近４ヶ年

では、平均 41人とそれぞれ入学定員を上回っている。今後も、より多くの学生に入学してもら

えるような取り組みを積極的に実施することで、新たに設置する先端工学専攻の入学定員 30名

を上回る学生が確保できると考える。すなわち、今回の博士後期課程の先端工学専攻の大括り

化により、専門知識の深化に留まらず、幅広い俯瞰的視野をも涵養し、客員教員の企業技術者

の方の指導を受け、社会実装化を目指した産学連携研究の推進等を通じて SDGs 達成のための実

践力を向上させ、さらに海外リサーチインターンシップを活用したグローバル化に向けた対応

力の養成等を促すような、学生にとって魅力ある教育研究環境を整備する。 

上記表の内訳として、既存の４専攻毎の過去４年間の入学定員・入学者数・充足状況を資料

１に示す。 

ウ．学生納付金の設定の考え方 

本学の学生納付金は、授業料年額 535,800 円、入学料 282,000 円であり、「国立大学等の

授業料その他の費用に関する省令」で規定する国立大学法人の標準額と同額に設定してい

る。 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況 

本学における大学院工学研究科博士後期課程の学生確保に向けた取組みを以下に示す。 

◇パンフレット等を用いた広報 

「大学案内」、「学生が書いた研究室ガイドブック」を作成し、県内高校や全高専に配布

するとともに、ホームページに公開している。パンフレットでは、本学進学のメリット（教

育研究、生涯賃金など）や具体的な就職先、先輩からのメッセージを紹介し、高専学生や

高校生の本学博士後期課程進学に向けた意識向上を図っている。今後も高校生や高専生へ

の広報活動を強化し、学生確保を図る。 

H29 H30 R1 R2

入学定員（人） 25 25 25 25 25

志願者数（人） 45 34 44 41 41

入学者数（人） 40 27 38 37 36

志願倍率 1.80 1.36 1.76 1.64 1.64

定員充足率 1.60 1.08 1.52 1.48 1.42

入学年度
長岡技術科学大学 4年平均
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◇大学紹介動画 

福利棟や寮等の学内施設や生活環境について紹介し、また、本学が設立されるまでの歴

史から、開学当時の長岡市や本学の様子なども紹介している。 

◇グローバルテクノパーク（GTP）等を活用した留学生向け進学説明会（予定） 

本学はメキシコ、チリ、モンゴル、ベトナム、タイ、マレーシア、インド、スペイン、ル

ーマニアに合計 13カ所の GTP オフィスを開設している。それらのほとんどは学術交流協定

を締結している大学内にあることから、本学の特徴や強みを説明するパンフレットを作成

し、それらの GTP オフィスを利用して留学生向けに進学説明会を開催するにより、博士後

期課程学生の確保を目指す。 

◇特待生制度 

１年次入学者および３年次編入学者の成績優秀者、学部卒業後に大学院修士課程に進学

する卒業時成績優秀表彰者、大学院修士課程に入学する高等専門学校専攻科優秀修了者を

ＶＯＳ特待生として入学料等を免除する。さらに、ＶＯＳ特待生のうち、特に成績が優秀

と認められ大学院博士後期課程まで進学する意欲がある者には、スーパーＶＯＳ特待生と

して博士後期課程の３年間の授業料を全額免除する。 

◇留学生確保に関する取組 

・SDG プロフェッショナルコース奨学金 

大学院工学研究科修士課程及び博士後期課程における SDG プロフェッショナルコース

を履修する学生に対し、修学を支援することを目的とした奨学金を設けている。 

・Nagaoka Summer School Young Engineers（NASSYE） 

本学と学術交流協定を締結している海外の大学以外からも、短期留学生を受け入れ本

学での研究活動や日本文化を体験するサマースクールプログラムを実施している。こ

の短期留学を本学大学院への入学を検討してもらう機会としている。 
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２．人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学は、SDGs を先導する技術科学大学として、SDGs を実現する Society5.0 に貢献するグロ

ーバル技術者、更には地域の課題解決にも資する地方創生プランナー・プロデューサーを育成

するために、以下を実践している。 

（ア）IoT、AI、データサイエンスを駆使でき、横断的･異分野融合的な知を備えた人材育成

のための教育プログラムの構築 

（イ）モノづくり＋IT 分野を中心とした先進的研究・技術開発の推進とそれらによる財政基

盤の強化 

（ウ）強力な高等専門学校との絆を活かした、ものづくり地方都市の持続的発展に向けた社

会貢献 

（エ）経済成長が著しい途上国の持続的発展を支援する研究開発および技術協力と人材育成

に貢献。また、各工学分野においていかに示す人材育成を目的とする。 

これにより、各工学分野において以下に示す人材育成を目指す。 

〇エネルギー工学分野 

エネルギー工学分野が目指す人材育成像は、エネルギーシステム、エネルギー変換・制御、

及びエネルギー材料などの専門分野での豊かな学識を習得し、情報技術を活用し、グローバル

な技術展開ができる高度な実践的・創造的能力、新しい学問技術を創り出す能力、及び独創的

かつ高度な専門能力を備えた指導的技術者・研究者。 

〇情報・制御工学分野 

情報・制御工学分野が目指す人材育成像は、知能情報システム工学、数理情報システム工学、

及び精密制御システム工学などの専門分野での豊かな学識を習得し、情報技術を活用し、グロ

ーバルな技術展開ができる高度な実践的・創造的能力、新しい学問技術を創り出す能力、及び

独創的かつ高度な専門能力を備えた指導的技術者・研究者。 

〇材料工学分野 

材料工学分野が目指す人材育成像は、構造材料工学、機能材料工学、及び知能デバイス工学

などの専門分野での豊かな学識を習得し、情報技術を活用し、グローバルな技術展開ができる

高度な実践的・創造的能力、新しい学問技術を創り出す能力、及び独創的かつ高度な専門能力

を備えた指導的技術者・研究者。 

〇社会環境・生物機能工学分野 

社会環境・生物機能工学分野が目指す人材育成像は、社会基盤・防災システム工学、環境マ

ネジメント工学、及び環境生物機能工学などの専門分野での豊かな学識を習得し、情報技術を

活用し、グローバルな技術展開ができる高度な実践的・創造的能力、新しい学問技術を創り出
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す能力、及び独創的かつ高度な専門能力を備えた指導的技術者・研究者。 

（２）社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

ア．社会的要請 

現在、我が国の科学技術・イノベーション力の向上は喫緊の課題となっており、“Society5.0”

を実現するための戦略的進めていくべき主要分野として、基盤技術としての AI、バイオテク

ノロジー、量子技術、マテリアルなどの世界最先端の研究開発や拠点形成や人材育成、計測・

分析技術の高度化等を推進すること、応用分野としての安全・安心（防災、感染症対策、サ

イバーセキュリティ等）に関する新たなシンクタンク機能の検討や環境エネルギー、健康・

医療、宇宙、食料・農林水産業など、課題解決に向けた出口を見据え、産学官が連携して取

組を推進することが掲げられている（統合イノベーション戦略 2020、令和２年７月 17 日閣

議決定、大学における 工学系教育の在り方に関する検討委員会、2017 年）。 

また、「工学系教育改革制度設計等に関する懇談会」のとりまとめでは工学系教育改革の実

現に向けて重点的に講ずべき施策の具体的な制度設計等として、①教員の意識改革も含め、

学生が主体的に学び、進路を選択していく環境を確立するとともに、産業界との連携プロジ

ェクト等を通じて実践的教育を重点的に導入し、深い専門知識と幅広い分野の知識の修得を

可能とする教育体制の構築を目指した学科・専攻定員設定の柔軟化と学位プログラムの積極

的な導入、②情報科学技術（情報セキュリティを含む），数理・データサイエンス（確率・統

計を含む）等の IT 技術の活用にも繋がる学部段階における工学基礎教育の強化、③社会のニ

ーズの変化に対応し、他の専門分野に関心を示し、多様性を理解するとともに、展開できる

人材の育成のためのメジャー・マイナー制等の導入や企業等と連携したＰＢＬなど実践的な

内容を盛り込んだ教育課程の実施を含めた学部・大学院連結教育プログラムの構築、④産業

界との教員人事交流促進等を含めた連携強化の必要性を提言されている。（文部科学省 工学

系教育改革制度設計等に関する懇談会 取りまとめ概要 平成 30年 3 月） 

一方で、人口減少による地域の活力の低下、都市部から地方への優秀な人材の還流が大き

な課題として存在することから、地方大学は、地域のニーズに応えるという観点からも充実

し、知の拠点として地域ならではの人材を育成・定着させ、地域経済・社会を支える基盤と

なることが必要であり、かつ地域特性・ニーズを踏まえた人材育成やイノベーションの創出・

社会実装に取り組む地方大学の機能強化、活性化が重要であることも指摘されている。その

ため、地方大学は、地方公共団体、地域の産業界等と密に連携し、文理の枠にとらわれない

STEAM 人材の育成や地元企業へのインターンシップ・リカレント教育の拡充や Society5.0 社

会の実現にとって不可欠な数理・データサイエンス・AI教育の推進やオンライン教育の活用

により、地域において新たな産業や雇用を創出し、地方創生の中核となることを目指すべき

であると提言されている。（魅力ある地方大学の実現に向けて、文部科学省、令和２年９月） 

2019 年に内閣府エビデンスシステム（e-CSTI）にて調査された各業種における産業界の業
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務および事業展開・成長に重要な専門知識分野の結果を報告している（資料２）。 

◆機械、電気の専門知識分野は、学びニーズ、研究ニーズの双方が高い。 

◆情報系の基盤分野は、学びニーズが著しく高い。 

◆人口知能等の情報系の先端分野は、学びニーズよりも研究ニーズが高い。 

以上のことから、本学が大学院工学研究科博士後期課程先端工学専攻の改組によって設置

する４工学分野、すなわち、「エネルギー工学分野」、「情報・制御工学分野」、「材料工学分野」、

「社会環境・生物機能工学分野」で養成する人材は、SDGs 達成を目指す地域社会や産業界に

おいて今後も重要と位置付けられている。特に、地方大学は地方公共団体、地域の産業界等

と密に連携し、地域を担う STEAM 人材を育成し、地方創生の中核となることを目指すべきで

あると提言されている。さらに、各工学分野で数理・データサイエンス等の IT技術の活用に

も繋がる学部段階における工学基礎教育の強化も強く要望されている。そこで、今回の大学

院工学研究科博士後期課程の改組では、持続可能社会の実現において重要であり、SDGs 達成

を目指す社会や産業界から要望の強い４工学分野を大括り化した先端工学専攻を設置し、４

工学分野のこれまでの実績を基に多くの STEAM 人材を輩出することを目指して、先端工学専

攻の定員を 5名増とした。 

イ．本学学生への求人状況 

過去３年間の博士後期課程学生の就職状況を資料３に示す。本学の博士後期課程学生は５

年一貫制の技術科学イノベーション専攻の設置に伴う波及効果から、就職先は高専・大学等

の教育研究機関から、企業への就職へと大きくシフトしつつある。この傾向は本学の目指す

社会で役立つ技術者、特に地方創生に役立つ高度技術者、地方創生プランナー・プロデュー

サーの養成に向かっていると考えている。今回の学部、大学院工学研究科修士課程の改組と

合わせて、更に加速することも期待され、かつ文部科学省、経済産業省や内閣府が地方大学

の目指すべき方向として提言していることにも一致する。第４次産業革命や超スマート社会

(Society5.0)を担う産業界の中心的業種に多くの人材を輩出することにも繋がり、企業や地

域活性化を目指す自治体からも大いに期待されていること、入学者も十分確保できる可能性

が高いことから、入学定員を５名増とすることは、人材輩出への期待に応えるものである。 
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80 210 91 2.63 1.14 80 283 85 3.54 1.06 80 205 88 2.56 1.10 80 166 86 2.08 1.08 80 209 83 2.61 1.04 80 215 87 2.68 1.08

80 210 91 2.63 1.14 80 283 85 3.54 1.06 80 205 88 2.56 1.10 80 166 86 2.08 1.08 80 209 83 2.61 1.04 80 215 87 2.68 1.08

79 195 90 2.47 1.14 79 230 96 2.91 1.22 79 192 103 2.43 1.30 79 183 105 2.32 1.33 79 200 99 2.53 1.25

79 259 99 3.28 1.25 79 209 95 2.65 1.20 79 201 97 2.54 1.23 79 185 89 2.34 1.13 79 214 95 2.70 1.20

38 128 38 3.37 1.00 38 101 46 2.66 1.21 38 94 45 2.47 1.18 38 77 44 2.03 1.16 38 100 43 2.63 1.14

47 103 60 2.19 1.28 47 101 59 2.15 1.26 47 116 61 2.47 1.30 47 103 59 2.19 1.26 47 106 60 2.25 1.27

40 91 40 2.28 1.00 40 58 46 1.45 1.15 40 53 47 1.33 1.18 40 74 51 1.85 1.28 40 69 46 1.73 1.15

27 55 33 2.04 1.22 27 58 33 2.15 1.22 27 46 33 1.70 1.22 27 75 30 2.78 1.11 27 59 32 2.17 1.19

310 742 418 2.39 1.35 310 831 360 2.68 1.16 310 757 375 2.44 1.21 310 702 386 2.26 1.25 310 697 378 2.25 1.22 310 746 383 2.41 1.24

96 124 109 1.29 1.14 96 119 101 1.24 1.05 96 125 108 1.30 1.13 96 125 104 1.30 1.08 96 116 97 1.21 1.01 96 122 104 1.27 1.08

96 135 126 1.41 1.31 96 137 118 1.43 1.23 96 143 130 1.49 1.35 96 113 102 1.18 1.06 96 101 96 1.05 1.00 96 126 114 1.31 1.19

50 62 53 1.24 1.06 50 72 60 1.44 1.20 50 73 62 1.46 1.24 50 55 48 1.10 0.96 50 56 48 1.12 0.96 50 64 54 1.27 1.08

60 81 75 1.35 1.25 60 84 74 1.40 1.23 60 93 83 1.55 1.38 60 75 73 1.25 1.22 60 59 56 0.98 0.93 60 78 72 1.31 1.20

47 32 28 0.68 0.60 47 51 47 1.09 1.00 47 46 46 0.98 0.98 47 48 41 1.02 0.87 47 44 41 0.94 0.87 47 44 41 0.94 0.86

35 38 35 1.09 1.00 35 38 35 1.09 1.00 35 36 31 1.03 0.89 35 50 43 1.43 1.23 35 40 36 1.14 1.03 35 40 36 1.15 1.03

20 21 16 1.05 0.80 20 19 18 0.95 0.90 20 28 23 1.40 1.15 20 22 19 1.10 0.95 20 25 23 1.25 1.15 20 23 20 1.15 0.99

404 493 442 1.22 1.09 404 520 453 1.29 1.12 404 544 483 1.35 1.20 404 488 430 1.21 1.06 404 441 397 1.09 0.98 404 497 441 1.23 1.09

7 10 10 1.43 1.43 7 6 4 0.86 0.57 7 8 5 1.14 0.71 7 13 11 1.86 1.57 7 9 8 1.32 1.07

6 8 8 1.33 1.33 6 12 9 2.00 1.50 6 9 7 1.50 1.17 6 7 6 1.17 1.00 6 9 8 1.50 1.25

7 24 21 3.43 3.00 7 13 11 1.86 1.57 7 23 22 3.29 3.14 7 20 19 2.86 2.71 7 20 18 2.86 2.61

5 3 1 0.60 0.20 5 3 3 0.60 0.60 5 4 4 0.80 0.80 5 1 1 0.20 0.20 5 3 2 0.55 0.45

25 45 40 1.80 1.60 25 34 27 1.36 1.08 25 44 38 1.76 1.52 25 41 37 1.64 1.48 25 41 36 1.64 1.42

(2019) 2 (2020)
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28 (2016) 29 2017 30 (2018) (2019) 2 (2020)

29 2017 30 (2018) (2019)

28 (2016) 29 2017 30 (2018) (2019) 2 (2020)

28 (2016) 29 2017 30 (2018)

2 (2020)

【資料１】
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【資料２】 

添付省略

１．書類等の題名 

資料２ e-CSTI の可視化分析ツールの調査結果 

産業界の業務および事業展開・成長に重要な専門知識分野 

２．出展 

内閣府 e-CSTI 一般公開サイト（https://e-csti.go.jp） 

３．引用範囲 

人材育成に係る産業界ニーズの分析 

内閣府 平成 31 年度（2019 年度）科学技術基礎調査等委託事業「産業界と

教育機関の人材の質的・量的需給マッチング状況調査」 
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